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株 主の 皆 様 へ

平素は、当社の事業運営に格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

当社は、平成１７年４月２５日、福知山線 口・尼崎駅間において、数多く

のお客様を死傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。

改めましてお亡くなりになられた方々のご冥福をお祈り申しあげますとと

もに、ご遺族の皆様、お怪我をされた皆様に対し、心から深くお詫び申し

あげます。あわせまして、お客様や株主の皆様並びに地域の方々に、心か

らお詫び申しあげます。

当社グループは、３月に「ＪＲ西日本グループ中期経営計画２０１７」とそ

の中核をなす「安全考動計画２０１７」を策定し、「被害に遭われた方々に誠

心誠意と受け止めていただけるような取り組み」、「安全性向上に向けた取

り組み」、「変革の推進」の「経営の３本柱」を引き続き経営の最重要課題

と位置づけたうえで、経営ビジョンを具体化するため、当社グループの今

後の方向性として「めざす未来 ～ありたい姿～」を新たに掲げました。そ

の実現に向け、２０１７年度までの５年間を「確かな経営の土台をつくり上

げる期間」とし、最優先となる「安全」、「ＣＳ」、「技術」の「３つの基本戦略」

と、「新幹線」、「近畿エリア」、「西日本各エリア」、「事業創造」の「４つの

事業戦略」を、重点戦略として推進しているところです。

人口減少やグローバル化、ネットワーク化、地域間格差拡大、価値観の

多様化などに加え、対抗輸送機関との競合や昨今の電力問題等、厳しい

経営環境が想定されますが、当社グループ一体となって、新たな時代に向

けた次の一歩を踏み出し、地域と共に歩むとともに、中長期的な企業価値

の向上を目指してまいります。

株主の皆様におかれましては、ご理解と一層のご支援を賜りますようお願

い申しあげます。

平成２５年１１月

代表取締役社長  　
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第２７期 中 間 事 業 報 告
（平成２５年４月１日から平成２５年９月３０日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

（１） 事業の経過及び成果　
①全般の状況
当社は、平成１７年４月２５日、福知山線 口　・尼崎間において、１０６名のお客様の尊い命を奪い、５００名を超えるお客様

を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。当社としては、これまでの間、「被害に遭われた方々に誠心誠

意と受け止めていただけるような取り組み」、「安全性向上に向けた取り組み」、「変革の推進」を「経営の３本柱」と定め、

全力で取り組んでまいりました。

３月には、「ＪＲ西日本グループ中期経営計画２０１７」とその中核をなす「安全考動計画２０１７」を策定・公表し、「経営の３本

柱」を引き続き経営の最重要課題と位置づけたうえで、経営ビジョンを具体化するため、「めざす未来 ～ありたい姿～」を

新たに掲げました。その実現に向け、「安全」、「ＣＳ」、「技術」の「３つの基本戦略」と、「新幹線」、「近畿エリア」、「西日本

各エリア」、「事業創造」の「４つの事業戦略」からなる重点戦略を現場起点での一人ひとりの考動を通じて推進している

ところです。

当期については、「福知山線列車事故追悼慰霊式」や５月にご被害者への「ご説明会」を開催するとともに、引き続き被

害に遭われた方々への対応を精一杯行ってまいりました。また、この事故を踏まえて設立した公益財団法人「ＪＲ西日本あ

んしん社会財団」を通じて、「安全で安心できる社会づくり」に寄与する取り組みを実施してまいりました。

「３つの基本戦略」のうち最優先で取り組むべき「安全」については、「福知山線列車事故のような事故を二度と発生させ

ない」との決意のもと、お客様から「本当に安全で安心できるようになった」と実感していただけるよう、３月に策定した「安

全考動計画２０１７」の具体的取り組みをＪＲ西日本グループあげて取り組んでまいりましたが、残念ながら、９月に作業中の

協力会社の社員が亡くなる労働災害が発生し、改めて「死亡に至る鉄道労災ゼロ」という課題の重さを認識することとなり

ました。

「ＣＳ」については、「顧客起点の経営」を目指し、お客様のニーズや期待に一層お応えすべく取り組みを進めてまいりました。

「技術」については、鉄道オペレーションのシステムチェンジを目指した技術開発を推進するとともに、技術による課題解

決を進めてまいりました。

「４つの事業戦略」の一つである「新幹線」については、新幹線のポテンシャルを高めるために、各種観光キャンペーンの

実施やシニア世代・訪日外国人向けサービスの拡充などに取り組んでまいりました。また、北陸新幹線の金沢開業に向けた

準備室を金沢支社に開設しました。

「近畿エリア」については、踏切の保安度向上等により輸送品質の高い鉄道をつくるとともに、都市の魅力を磨くために

事業開発等を推進してまいりました。

「西日本各エリア」については、エリアの良さや強みを活かすために、エリアに即した事業を展開してまいりました。

「事業創造」については、拠点駅における開発や沿線の魅力向上に資する施策を実施するとともに、事業創造の芽を伸

ばすために、ビジネスプロデュース機能を果たす組織の設置、新たな事業分野の開拓・育成等を推進してまいりました。

また、あらゆる職場において課題に対して自律的に解決策を見出す「現場力」の向上や、人材の確保・育成と働きがいの
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向上等、企業として健全に経営・運営するための「基盤づくり」の取り組みを進めてまいりました。

さらに、コンプライアンス、コーポレート・ガバナンス、ディスクロージャー、危機管理及び地球環境の取り組みを通じて、

社会の一員としての責任を果たしてまいりました。

なお、今夏は集中豪雨による鉄道被害が多く発生し、山陰本線、山口線及び三江線の一部区間においては現在も不通を

余儀なくされていますが、関係自治体と協議を進めながら、全力で復旧に当たっているところです。

当社の経営を取り巻く状況は、対抗輸送機関との競合や昨今の電力問題等、厳しい現状が続いており、今後は、人口減少

に加え、グローバル化やネットワーク化、地域間格差拡大、価値観の多様化など、経営環境を見通すことが一段と困難な時

代を迎えます。このような状況の中、当社としては、中長期的な企業価値向上を目指し、地域の皆様との交流と連携を深め、

ＪＲ西日本グループ一体でエリアに即した事業を展開

することにより、鉄道の品質を高めるとともに非鉄道

事業の拡大と新たな事業創造を促進するなど、持続

的成長に向けた土台作りに取り組んでまいりました。

この結果、平成２５年４月１日から平成２５年９月

３０日までの連結ベースの営業収益は前年同期比

０．４％増の６，４２１億円、営業利益は同４．３％増の

７４８億円、経常利益は同６．４％増の６１５億円、法

人税等を控除した四半期純利益は同６．０％増の

３６８億円となりました。

②セグメント別の状況
〈運輸業〉

鉄道事業においては、福知山線列車事故に係る鉄道事故調査報告書の「建議」「所見」をはじめとする様々なご指摘に

対して、引き続き改善に取り組んでまいりました。さらに、「安全考動計画２０１７」の具体的な取り組みとして、「安全・安定輸

送を実現するための弛まぬ努力」を続けるとともに、「リスクアセスメントのレベルアップ」を進め、安全性の向上を図ってま

いりました。一例として、在来線における地震発生後の運転規制について、安全の確保を第一に、より的確な運転規制にな

るよう取り扱いを変更しました。また、「安全意識の向上と人命最優先の考動」に向けて、事故の重大性を将来にわたって

重く受け止め、事故の教訓を体系的に学ぶために設置した「鉄道安全考動館」における社員教育等の取り組みを進めてま

いりました。さらに、東日本大震災の教訓を生かして制定した「津波避難誘導心得」及びマニュアルに基づき訓練を実施す

るなど、地震・津波情報の伝達や避難を円滑に進めるための取り組みを進めるとともに、大規模災害及び事故発生時のお

客様救護等の対応能力向上を図るため、各種訓練を実施しました。「安全投資」では、踏切設備の保安度向上、ホームの

安全対策に取り組むとともに、地震対策として、高架橋柱の耐震補強工事や山陽新幹線における逸脱防止ガードの整備等

に引き続き取り組んでまいりました。
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輸送面については、３月に実施したダイヤ改正で、新幹線では「のぞみ」や「さくら」の増発やＪＲ京都線・ＪＲ神戸線に

おける新快速の１２両運転の拡大等を実施したことにより、山陽新幹線やアーバンネットワークのご利用が好調でした。

また、ゴールデンウィーク期間やお盆期間、週末を中心に、新幹線及び在来線特急列車の増発を行い、利便性向上に努

めました。

営業面については、対抗輸送機関との競合を踏まえ、「スーパー早特きっぷ」等を発売するとともに、山陽・九州新幹線相

互直通運転のご利用定着を図るべく「リメンバー九州キャンペーン」や「名探偵コナン熊本・阿蘇ミステリーツアー」等を展開

するなど、新幹線のご利用促進に努めました。また、「広島県デスティネーションキャンペーン」を実施して全国からの集客を

図るとともに、「新北陸、発見！キャンペーン」を実施して関西・北陸間のご利用拡大に取り組むなど地域と連携した観光振

興を推進しました。加えて、大型商業施設の開業により魅力を増した大阪への更なる集客を目的として、関西鉄道６社が連

携した共同宣伝「シティハイク大阪」を実施しました。さらに、主要駅にお

いて「訪日外国人向け無料公衆無線ＬＡＮサービス」を開始するなど、訪日

外国人向けサービスの拡充を行いました。

バス事業については、利用動向に応じた輸送改善と柔軟な価格設定の

実施により、お客様の利便性向上に努めました。

船舶事業（宮島航路）については、旅行会社への営業活動等、収入の

確保に取り組みました。

この結果、運輸業の営業収益は前年同期比０．６％減の４，２２３億円、営

業利益は同３．９％増の５７１億円となりました。

〈流通業〉

「ＪＲ大阪三越伊勢丹」では、独自性の高い商品やサービスの提供に努めてまいりましたが、厳しい商環境等を踏まえ、

地域のお客様からご支持を得られるような店づくりに取り組みつつ、事業再生を目指した抜本的な対策について検討を

進めているところです。また、三ノ宮駅に複合型コンビニエンスストア「ア

ントレマルシェ」やファッション・雑貨店舗を、大阪駅に駅型調剤薬局「駅

クオール薬局ＪＲ大阪店」をそれぞれ開業するなど、駅の魅力向上に向け

た取り組みを推進したほか、ビジネスホテル「ヴィアイン名古屋新幹線口」

を開業しました。なお、山陰エリアにおいて異なる業種・業態を展開する

連結子会社２社について、より利便性の高い、魅力ある商業施設の開発・

運営を目指し、７月に合併しました。

この結果、流通業の営業収益は前年同期比１．４％増の１，１６８億円、営

業利益は２０億円となりました。

〈不動産業〉

４月に完成した姫路駅ビルについて、既存の高架下ショッピングセンターのリニューアルも含めて新たに「ピオレ姫路」と
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して開業したほか、灘駅の新駅ビルや東舞鶴駅ビルを開業するなど、駅及

び周辺の開発を推進しました。また、大阪駅周辺地区全体の活性化を図る

ため、エリアマネジメント活動を周辺事業者と連携して推進しました。この

ほか、吹田片山町社宅跡地の学校法人への貸し付け等、所有用地の有効

活用に取り組みました。

しかしながら、不動産業の営業収益は前年同期比２．２％減の４２８億円、

営業利益は同１３．８％減の１２２億円となりました。

〈その他〉

ホテル業については、各種イベントの実施等による販売拡大に取り組み

ました。旅行業については、インターネット販売の充実等を図るとともに、

鉄道利用商品の販売拡大に取り組みました。「Ｊ－ＷＥＳＴカード」につい

ては、オンライン入会サービスによるカード会員の獲得に努めるとともに、

「ＩＣＯＣＡ電子マネー」については、３月からの交通系ＩＣカード全国相互

利用サービスを最大限活用するとともに市中の大型商業施設への導入等ご

利用いただける機会の拡充に取り組みました。また、新幹線停車駅及び京

阪神主要１０駅で、「レール＆カーシェア」を開始するなど、新たな事業分野

の開拓と育成を行いました。

この結果、その他の営業収益は前年同期比８．６％増の６０２億円、営業

利益は同３．３％増の２５億円となりました。

（２） 対処すべき課題
当社グループは、福知山線列車事故の責任とその重大性を重く受け止め、安全で安心・信頼していただける鉄道を築き

上げるために全力で取り組んでいるところであり、引き続き、信頼回復に向けた一層の努力を重ねてまいります。

３月には、「ＪＲ西日本グループ中期経営計画２０１７」を策定し、「被害に遭われた方々に誠心誠意と受け止めていただけ

るような取り組み」、「安全性向上に向けた取り組み」、「変革の推進」の「経営の３本柱」を引き続き経営の最重要課題と

位置づけたうえで、経営ビジョンを具体化するため、「めざす未来 ～ありたい姿～」を新たに掲げました。その実現に向け、

「安全」、「ＣＳ」、「技術」の「３つの基本戦略」と、「新幹線」、「近畿エリア」、「西日本各エリア」、「事業創造」の「４つの事

業戦略」からなる重点戦略を推進するとともに、「基盤づくり」を進め、社会の一員としての責任を果たすことで、長期持続

的な成長を目指してまいります。

「経営の３本柱」の一つである福知山線列車事故で被害に遭われた方々への対応につきましては、引き続きご被害者の

皆様のご意見等に真摯に向き合うよう努めてまいります。

「３つの基本戦略」のうち最優先で取り組むべき「安全」については、「福知山線列車事故のような事故を二度と発生さ
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（平成２５年度）

第２６期
（平成２４年度）
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せない」との決意のもと、安全マネジメントに卓越した企業グループを目指し、３月に策定した「安全考動計画２０１７」の到

達目標である「お客様が死傷する列車事故ゼロ、死亡に至る鉄道労災ゼロ」等へ向け、ＪＲ西日本グループをあげて取り組

んでまいりましたが、作業中の協力会社の社員が亡くなる労働災害が発生し、改めて「死亡に至る鉄道労災ゼロ」という課

題の重さを認識することとなりました。今回の事故に至った原因をしっかりと分析し、必要な対策を講じることで、同種事

故を二度と発生させないよう取り組むとともに、これからの４年半の具体的なアクションやプロセスを充実させることで、高

い目標の実現に向けて、あらゆる努力を結集して取り組んでまいります。

「ＣＳ」については、常にお客様を意識した事業活動が企業文化として定着した「顧客起点の経営」を目指し、お客様の

ニーズや期待にお応えしていくとともに、輸送障害発生時の影響最小化と案内の充実等の取り組みを推進してまいります。

「技術」については、「安全」と「ＣＳ」を支えるための絶え間ない革新により、鉄道オペレーションのシステムチェンジを目

指した技術開発を推進するとともに、技術者の育成やフリーゲージトレインの技術開発の前進等、技術による課題解決を

図ってまいります。

「４つの事業戦略」の一つである「新幹線」については、安全性と信頼性のさらなる向上と競争力のある輸送サービスの

提供に努めるとともに、シニア世代や訪日観光客向けサービスを拡充し、新たな需要を創造してまいります。また、北陸新

幹線金沢開業に向けた諸準備を推進するなど、人々の交流を促進し、新幹線のポテンシャルを高めてまいります。

「近畿エリア」については、さらなる安全の追求や徹底した安定輸送対策等により、お客様に繰り返しご利用いただける、

輸送品質の高い鉄道をつくるとともに、大阪環状線のブラッシュアップ等により線区価値を向上し、都市の魅力を磨いてま

いります。

「西日本各エリア」については、都市間輸送・都市圏輸送の安全性及び利便性向上を図り、デスティネーションキャンペーン

を通じた観光振興等、エリアに即した事業を展開するとともに、地域の皆様と持続可能な地域交通の実現を目指すことを

通じて、エリアの良さや強みを活かしてまいります。

「事業創造」については、生活関連サービス事業を拡大するとともに、拠点駅の開発の推進や「大阪ステーションシティ・

ノースゲートビルディング」の抜本的見直し等を通じてグループ資産の価値を向上させるほか、新たな事業分野の開拓と育

成により、事業創造の芽を伸ばしてまいります。

さらに、あらゆる職場において課題に対して自律的に解決策を見出す「現場力」の向上や、人材の確保・育成と働きがいの

向上等、企業として健全に経営・運営するための「基盤づくり」の取り組みを具体化してまいります。

また、コンプライアンス、コーポレート・ガバナンス、ディスクロージャー、危機管理及び地球環境の取り組みを通じて、社

会の一員としての責任を果たしてまいります。

当社を取り巻く状況は、対抗輸送機関との競合や昨今の電力問題等、厳しい現状が続いており、今後は、人口減少に加

え、グローバル化やネットワーク化、地域間格差拡大、価値観の多様化など、経営環境を見通すことが一段と困難な時代を

迎えます。このような中、当社としては、「現場起点の考動」を通じ、グループ一体となって新たな時代に向けた次の一歩を

踏み出し、地域と共に歩むとともに、中長期的な企業価値の向上を目指して取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、何卒ご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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（３）主要な事業内容及び事業所（平成２５年９月３０日現在）
当社グループが営んでいる主要な事業内容及び事業所は、次のとおりであります。

①運輸業
鉄道事業のほかに、旅客自動車運送事業等を営んでお

ります。

・当社（大阪市 北区）

・中国ジェイアールバス㈱（広島市 南区）

・西日本ジェイアールバス㈱（大阪市 此花区）

なお、鉄道事業の概況は、以下のとおりであります。

事業所
キ ロ 程 駅　数

（駅）
車両数
（両）新幹線（㎞）在来線（㎞）合　計（㎞）

新幹線管理本部 ６４４．０ ８．５  ６５２．５ ３ ９８５

金 沢 支 社  ̶ （２８．０）
６３７．０　

（２８．０）
６３７．０　 １６４ ５４６

近畿統括本部  ̶ ９４６．０ ９４６．０ ３３３ ３，５６４

和 歌 山 支 社  ̶ ２８２．５ ２８２．５ ８６ ０

福 知 山 支 社  ̶ ３３１．７ ３３１．７ ７１ １６５

岡 山 支 社  ̶ ６０１．０ ６０１．０ １５４ ３８０

米 子 支 社  ̶ ６０５．７ ６０５．７ １５４ ２４３

広 島 支 社  ̶ ９５９．３ ９５９．３ ２５７ ５９８

合　　計 ６４４．０ 　（２８．０）　
４，３７１．７　

（２８．０）　
５，０１５．７　 １，２２２ ６，４８１

（注）１．新幹線管理本部に、福岡支社を設置しております。また、近畿統括本
部に、京都・大阪・神戸各支社を設置しております。
２．（　）内の数字は、第三種鉄道事業（七尾線［和倉温泉・穴水間］）の別掲で
あります。また、近畿統括本部の在来線欄には、第二種鉄道事業２８．６㎞
（関西空港線［りんくうタウン・関西空港間］、ＪＲ東西線［京橋・尼崎間］及
びおおさか東線［放出・久宝寺間］）を含んでおり、それ以外は第一種鉄道
事業のキロ程であります。
第一種鉄道事業…自らの鉄道線路により運送を行う事業
第二種鉄道事業…他の鉄道線路を借り受けて運送を行う事業
第三種鉄道事業…鉄道線路を保有し、第二種鉄道事業者の運送の用に

供する事業

②流通業
大阪駅及び京都駅における百貨店業や、主要駅における

物販・飲食業等を営んでおります。

・㈱ジェイアール西日本伊勢丹（京都市 下京区）

・㈱ジェイアール西日本デイリーサービスネット

（兵庫県 尼崎市）

・ジェイアール西日本商事㈱（大阪府 吹田市）

③不動産業
保有不動産等を活用した不動産販売・賃貸業や、ショッ

ピングセンター運営業を営んでおります。

・京都駅ビル開発㈱（京都市 下京区）

・大阪ターミナルビル㈱（大阪市 北区）

・天王寺ＳＣ開発㈱（大阪市 天王寺区）

・ジェイアール西日本不動産開発㈱（兵庫県 尼崎市）

④その他
保有資産を活用したホテル業や広告業、鉄道事業と

相乗効果の高い旅行業、各種工事業等を営んでおります。

・㈱ジェイアール西日本ホテル開発（京都市 下京区）

・㈱日本旅行（東京都 港区）

・㈱ジェイアール西日本コミュニケーションズ

（大阪市 北区）

・㈱ＪＲ西日本テクシア（兵庫県 尼崎市）

・西日本電気システム㈱（大阪市 淀川区）
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（４） 従業員の状況 （平成２５年９月３０日現在）

①企業集団の従業員の状況
セグメントの名称  従業員数（名）

運 輸 業 ２８，２９３

流 通 業 ２，３８８

不 動 産 業 ９４９

そ の 他 １４，４９７

合 計 ４６，１２７

（注）従業員数は、就業人員数を記載しております。

　　　　 

②当社の従業員の状況
従業員数（前期末比増減） 平均年齢 平均勤続年数

２７，３７０名（４８１名増） ３９．８歳 １５．５年

（注）１．従業員数は、就業人員数を記載しております。
２．日本国有鉄道における勤続年数を通算した平均勤続年数は、全従業員
で１９．０年であります。
３．平均年齢及び平均勤続年数は、従業員数から受入出向者数（５０６名）
を除いたものについての数値であります。

２．株式に関する事項（平成２５年９月３０日現在）

（１）発行可能株式総数　　 ８００,０００,０００株

（２）発行済株式の総数　　 １９８，２５６，６００株
（注）１. 発行済株式の総数には、自己株式４，５２２，１７３株を含んでおります。

２. 平成２５年１０月２９日開催の取締役会の決議に基づき、平成２５年
１１月１５日に自己株式４，５２１，６００株（消却前の発行済株式の総数
に対する割合２．２８％）の消却を実施いたしました。消却後の当社
の発行済株式の総数は、１９３，７３５，０００株であります。

（３）株主数 １５５，２７１名

（４）大株主（上位１０名）

株　　主　　名 持株数（持株比率）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） ８，９３６，７００株（４．６１％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） ７，９８４，６００　　（４．１２　  ）

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 ６，４５０，０００　　（３．３３　）

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 ６，４００，０００　　（３．３０　）

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 ６，３００，０００　　（３．２５　）

Ｊ Ｒ 西 日 本 社 員 持 株 会 ４，５８６，４００　　（２．３７　）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） ４，１８５，６００　　（２．１６　）

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 ４，０００，０００　　（２．０６　）

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 ３，２００，１００　　（１．６５　）

THE CHASE MANHATTAN BANK, N.A. LONDON SECS LENDING OMNIBUS ACCOUNT ２，９３７，６５８　　（１．５２　）

（注）持株比率の算定にあたっては、発行済株式の総数から自己株式４，５２２，１７３株を除いております。

（５）所有者別分布状況

（注）「個人その他」には、自己株式４，５２２，１７３株を含
んでおります。

 個人その他
１５３,６９６名
９８.９９％

その他の法人
８４１名　０.５４％

 金融機関
１７２名　０.１１％

 政府・地方公共団体
１名　０.００％

外国法人等
５１８名　０.３３％

 証券会社
４３名　０.０３％

●所有株式数

●株主数

個人その他
４５，２３２，５６０株
２２．８１％

 その他の法人
１０，９４７，２０５株　５．５２％

 金融機関
７８，８２０，８００株

３９．７６％

 政府・地方公共団体
１００株　０.００％

外国法人等
６０，８６０，２５６株
３０．７０％

証券会社
２，３９５，６７９株　１．２１％
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３．会社役員に関する事項 （平成２５年１０月１日現在）

（１）取締役及び監査役
取 締 役 会 長
（取締役会議長） 佐々木　 　之

取 締 役 石　川　　　正 弁護士法人大江橋法律事務所　特別顧問

取 締 役 佐　藤　友美子 追手門学院大学地域文化創造機構　特別教授

取 締 役 村　山　裕　三 同志社大学大学院ビジネス研究科　教授

取 締 役 齊　藤　紀　彦 株式会社きんでん　代表取締役会長

取 締 役 宮　原　秀　夫 大阪大学大学院情報科学研究科　特任教授　
大阪瓦斯株式会社　社外取締役

代表取締役社長
兼 執 行 役 員 真　鍋　精　志 福知山線列車事故ご被害者対応に関すること

代表取締役副社長
兼 執 行 役 員 山　本　章　義

社長補佐全般、安全性向上に関すること
鉄道本部、安全研究所、構造技術室、
建設工事部担当
（鉄道本部長）

代表取締役副社長
兼 執 行 役 員 矢　吹　　　靜

社長補佐全般、創造本部担当
（創造本部長）

代表取締役副社長
兼 執 行 役 員 来　島　達　夫

社長補佐全般、変革の推進に関すること
福知山線列車事故ご被害者対応本部、
総合企画本部、広報部、人事部、財務部担当
（福知山線列車事故ご被害者対応本部長）

取 締 役
兼常務執行役員 柴　田　　　信

ＩＴ本部、鉄道本部営業本部担当
（鉄道本部副本部長、鉄道本部営業本部長）

取 締 役
兼常務執行役員 堀　坂　明　弘

福知山線列車事故対策審議室、企業倫理・リスク
統括部、秘書室、総務部、監査部、東京本部担当
（福知山線列車事故対策審議室長、企業倫理・
リスク統括部長、総務部長）

取 締 役
兼常務執行役員 長谷川　一　明

近畿統括本部担当
（近畿統括本部長）

取 締 役
兼常務執行役員 吉　江　則　彦

鉄道技術の革新に関すること
鉄道本部技術部、鉄道本部新幹線統括部担当
（鉄道本部副本部長、鉄道本部新幹線統括部長）

常 勤 監 査 役 菊　池　保　孝

常 勤 監 査 役 岩　崎　　　勉

監 査 役 宇　野　郁　夫
日本生命保険相互会社　相談役、トヨタ自動車株式会社　社外取締役、
パナソニック株式会社　社外取締役、富士急行株式会社　社外取締役、
小田急電鉄株式会社　社外監査役、東北電力株式会社　社外監査役、
株式会社三井住友フィナンシャルグループ　社外監査役

監 査 役 勝　木　保　美
勝木公認会計士事務所　公認会計士
住友精化株式会社　社外取締役、
サカタインクス株式会社　社外監査役

（注）１．取締役石川正、佐藤友美子、村山裕三、齊藤紀彦及び宮原秀夫の５氏は、会
社法第２条第１５号に定める社外取締役であります。
２．常勤監査役岩崎勉、監査役宇野郁夫及び勝木保美の３氏は、会社法第２条
第１６号に定める社外監査役であります。

（２）執行役員
常務執行役員 白　取　健　治 （安全研究所長）

常務執行役員 川　上　　　優  鉄道本部副本部長、（鉄道本部安全推進部長）
常務執行役員 松　浦　克　宣 （財務部長）

常務執行役員 二階堂　暢　俊 （総合企画本部長、東京本部長）

執 行 役 員 野　中　雅　志 （金沢支社長）

執 行 役 員 大久保　敬　雄 （鉄道本部電気部長）

執 行 役 員 荻　野　浩　平 （建設工事部長）

執 行 役 員 生　駒　隆　生 （岡山支社長）

執 行 役 員 倉　坂　昇　治   近畿統括本部副本部長、（近畿統括本部大阪支社長）
執 行 役 員 緒　方　文　人 （広報部長）

執 行 役 員 杉　岡　　　篤 （広島支社長）

執 行 役 員 今　井　克　己 （人事部長）

執 行 役 員 国　広　敏　彦   近畿統括本部副本部長、（近畿統括本部神戸支社長）
執 行 役 員 福　嶋　　　圭 （福知山線列車事故ご被害者対応本部副本部長）

執 行 役 員 横　山　佳　史 （米子支社長）

執 行 役 員 半　田　真　一 （和歌山支社長）

執 行 役 員 児　島　邦　昌 （ＩＴ本部長）

執 行 役 員 森　川　国　昭 （鉄道本部運輸部長）

執 行 役 員 中　村　圭二郎 （新幹線管理本部長）

執 行 役 員 江　尻　憲　昭   近畿統括本部副本部長、（近畿統括本部大阪総合指令所長）
執 行 役 員 伊　勢　正　文 （創造本部副本部長）

執 行 役 員 藏　原　　　潮   近畿統括本部副本部長、（近畿統括本部京都支社長）
執 行 役 員 土　肥　弘　明 （福知山支社長）

執 行 役 員 酒　井　俊　臣 （東京本部副本部長）

執 行 役 員 井　上　敬　章  新幹線管理本部副本部長、新幹線管理本部福岡支社長、（鉄道本部営業本部九州営業部に関すること   ）
執 行 役 員 岩　崎　悟　志 （創造本部副本部長）

（３）技術理事
技 術 理 事 松　田　好　史 （構造技術室長）

技 術 理 事 土　田　克　己  建設工事部副部長、（建築・設備に係る社長特命事項に関すること）
技 術 理 事 田　仲　文　郎  鉄道本部技術部長、（技術・技能に係る社長特命事項に関すること）
技 術 理 事 平　野　賀　久 （鉄道本部保安システム室長）
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四 半 期 連 結 貸 借 対 照 表
（平成２５年９月３０日現在）

科               目 当第２四半期連結会計期間

（資  産  の  部） 
流 動 資 産 ２４４，３７２
現 金 及 び 預 金 ４４，８１４
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 １６，５４３
未 収 運 賃 ２７，２６４
未 収 金 ３５，５０６
た な 卸 資 産 ５１，２９４
繰 延 税 金 資 産 １８，９６０
そ の 他 ５０，６４９
貸 倒 引 当 金 △　　　６６２

固 定 資 産 ２，３４２，４４４
有 形 固 定 資 産 ２，０９７，４５４
建 物 及 び 構 築 物 １，０６４，６４７
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ２８１，７８１
土 地 ６５９，７８２
建 設 仮 勘 定 ５９，５１０
そ 　 　 　 の 　 　 　 他 ３１，７３２

無 形 固 定 資 産 ３０，９０１
投 資 そ の 他 の 資 産 ２１４，０８８
投 資 有 価 証 券 ６５，５６８
繰 延 税 金 資 産 １１９，９１９
そ の 他 ２９，８５３
貸 倒 引 当 金 △　    　１，２５３

繰 延 資 産 １０２

資 産 合 計 ２，５８６，９１９

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科               目 当第２四半期連結会計期間

    
（負  債  の  部）  

流 動 負 債 ４５４，４６２
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 ３８，７０２
短 期 借 入 金 ３２，８１３
１年内返済予定の長期借入金 ３８，１３０
鉄 道 施 設 購 入 未 払 金 ３９，４０６
１年内支払予定の長期未払金 ３１
未 払 金 ４３，１７２
未 払 消 費 税 等 ５，６３７
未 払 法 人 税 等 ２４，７３９
前 受 運 賃 ３８，５４８
前 受 金 ４２，９４３
賞 与 引 当 金 ３４，９０７
ポ イ ン ト 引 当 金 １，５８４
そ の 他 １１３，８４３

固 定 負 債 １，３３６，６６３
社 債 ４５９，９７４
長 期 借 入 金 ２５５，８９５
鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金 １９３，９００
長 期 未 払 金 １１２
繰 延 税 金 負 債 ３９６
退 職 給 付 引 当 金 ３０５，３７７
環 境 安 全 対 策 引 当 金 １０，５４７
未 引 換 商 品 券 等 引 当 金 ２，４０７
そ の 他 １０８，０５２

負 債 合 計 １，７９１，１２５

（純 資 産の 部）
株 主 資 本 ７６８，７１９
資 本 金 １００，０００
資 本 剰 余 金 ５５，０００
利 益 剰 余 金 ６３５，７１５
自 己 株 式 △　　２１，９９６

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 ４，２５１
そ の 他 有価 証 券 評 価 差 額 金 ３，８１９
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ４３１

少 数 株 主 持 分 ２２，８２３
純 資 産 合 計 ７９５，７９４

負 債　・ 純 資 産 合 計 ２，５８６，９１９

（単位　百万円）
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四 半 期 連 結 損 益 計 算 書
（平成２５年４月１日から平成２５年９月３０日まで）

科               目 当第２四半期連結累計期間

営 業 収 益 ６４２，１９７

営 業 費 ５６７，３７０

運輸業等営業費及び売上原価 ４８０，９３６

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ８６，４３４

営 業 利 益 ７４，８２６

営 業 外 収 益 １，５９０

受 取 利 息 ２７

受 取 配 当 金 ２８１

受 託 工 事 事 務 費 戻 入 ８２

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 ２９４

そ の 他 ９０５

営 業 外 費 用 １４，８５４

支 払 利 息 １４，１８６

そ の 他 ６６７

経 常 利 益 ６１，５６３

特 別 利 益 ３，３２９

工 事 負 担 金 等 受 入 額 ２，７１１

そ の 他 ６１７

特 別 損 失 ３，９２４

工 事 負 担 金 等 圧 縮 額 ２，６４５

そ の 他 １，２７９

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 ６０，９６７

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 ２３，４８２

法 人 税 等 調 整 額 ２１７

少数株主損益調整前四半期純利益 ３７，２６７

少 数 株 主 利 益 ４０４

四　　半　　期　　純　　利　　益 ３６，８６２

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位　百万円）
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四 半 期 損 益 計 算 書
（平成２５年４月１日から平成２５年９月３０日まで）　

四 半 期 貸 借 対 照 表
（平成２５年９月３０日現在）

科               目 当第２四半期会計期間

（資  産  の  部） 

流 動 資 産 １，７５７

固 定 資 産 ２１，３３７

鉄 道 事 業 等 固 定 資 産 １７，５３１

建 設 仮 勘 定 ５７６

投 資 そ の 他 の 資 産 ３，２３０

資 産 合 計 ２３，０９４

（負  債  の  部）  

流 動 負 債 ４，６６４

１年内返済予定長期借入金等 ７５５

未 払 金 等 ３，９０８

固 定 負 債 １２，１０６

社 債 ・ 長 期 借 入 金 等 ９，０２３

退 職 給 付 引 当 金 ２，８４９

そ の 他 の 固 定 負 債 ２３３

負 債 合 計 １６，７７１

（純 資 産の 部）

株 主 資 本 ６，２９０

資 本 金 １，０００

資 本 剰 余 金 ５５０

利 益 剰 余 金 ４，９５７

自 己 株 式 △　　２１６

評 価 ・ 換 算 差 額 等 ３２

純 資 産 合 計 ６，３２３

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ２３，０９４

（注） 記載金額は、億円未満を切り捨てて表示しております。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

科               目 当第２四半期累計期間

営 業 収 益 ４，３３５

運 輸 収 入 ３，８８６

運 輸 附 帯 収 入 ９５

関 連 事 業 収 入 １１５

そ の 他 収 入 ２３８

営 業 費 ３，７１２

人 件 費 １，１７２

物 件 費 １，６１３

線 路 使 用 料 等 １１８

租 税 公 課 １７９

減 価 償 却 費 ６２８

営 業 利 益 ６２３

営 業 外 損 益 △　　１２６

営 業 外 収 益 １５

営 業 外 費 用 １４２

経 常 利 益 ４９６

特 別 損 益 △　　　　３

特 別 利 益 ３０

特 別 損 失 ３３

税 引 前 四 半 期 純 利 益 ４９３

法 人 税 等 １８８

四 半 期 純 利 益 ３０４

（注） 記載金額は、億円未満を切り捨てて表示しております。

（単位　億円）（単位　億円）
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「安 全 考 動 計 画２０１７」
（平成２５年３月策定）

「福知山線列車事故のような事故を二度と発生させな

い。」これは、ＪＲ西日本グループの責務であり、変わらぬ

決意です。

この決意のもと、ＪＲ西日本グループの鉄道サービスを

ご利用いただくお客様を安全に目的地までご案内すると

ともに、その業務に携わる誰もが大怪我や死亡に至ること

がないよう、安全のレベルを着実に向上させるために取り

組むべき行動を具体化したものが「安全考動計画」です。

この計画では、具体的な数値目標を掲げ、安全性向上

に向けて継続して取り組んでいくこととしています。「お客

様が死傷する列車事故ゼロ」「死亡に至る鉄道労災ゼロ」を

５年間を通じた目標に、「ホームにおける鉄道人身障害事

故３割減」「踏切障害事故４割減」「部内原因による輸送

障害５割減」を５年後の目標とし、この実現に向けて「安全・

安定輸送を実現するための弛まぬ努力」「リスクアセスメン

トのレベルアップ」「安全意識の向上と人命最優先の考動」

「安全投資」の４つの柱に重点的に取り組んでまいります。

「ＪＲ 西 日 本 グ ル ープ 中 期 経 営 計 画２０１７」
（平成２５年３月策定）

中期経営計画のあらまし
経営ビジョンを具体化するため、ＪＲ西日本グループの

「めざす未来 ～ありたい姿～」を新たに掲げました。

「３つの基本戦略」と「４つの事業戦略」からなる

「重点戦略」を実行するとともに、

「基盤づくり」を進め、「社会の一員としての責任」を果たし、

これからの時代の

「新しいＪＲ西日本グループ」の実現に向けて、

「次の一歩」を踏み出します。

安全考動計画２０１７

変化に伴う
リスク

■福知山線列車事故を心に刻み考動していく取り組み
■過去の事故や災害等から学ぶ取り組み

■運転取扱ルール、保守基準、
　作業手順の遵守と基本動作の
　実行
■安全・安定輸送を阻害する
　要因分析と効果的な対策実行

■現在の設備の機能を維持・向上するためのメンテナンス投資
■さらに高い安全レベルを実現させるための投資

■緊急事態に直面した際の
　人命最優先の考動

安全・安定輸送を実現
するための弛まぬ努力

■リスクの抽出
■リスクの評価と低減策の策定
■多面的分析の充実
■リスクの監視
■支援体制の整備

◆新技術による保安度向上
◆ホーム、踏切の保安度向上
◆減災
◆労働災害防止

◆技術力の向上

◆人材の確保・育成と働きがい

２０１７年度までの
５年間を通じた目標

お客様が死傷する列車事故 ゼロ
死亡に至る鉄道労災 ゼロ

ホームにおける鉄道人身障害事故 ３割減
踏切障害事故 ４割減
部内原因による輸送障害 ５割減

２０１７年度の
 到達目標

◆コミュニケーションの改善

◆グループの一体化

◆ヒューマンファクターの理解と活用

◆お客様、社会との連携

◆現場力の向上

重点
項目

リスクアセスメントの
レベルアップ

安全意識の向上と人命最優先の考動

安
全
投
資

中期経営計画・安全考動計画　基盤づくりの取り組み

未知の
リスク

安全を
実現する
ための
サイクル

JR西日本グループの安全マネジメントの確立

抽出

抑え込み

分析・評価

低減策実行

これからの時代の
「新しい JR 西日本グループの姿」

現在 未来

経営ビジョン

めざす未来 ～ありたい姿～

重点戦略

基盤づくり

事業活動を通じて西日本地域の活性化に貢献するために、
安全マネジメントにおいて卓越し、

お客様、地域、社会から信頼される企業グループをめざします。

「私たちの使命」を果たします。
「安全」「CS」とそれを支える「技術」にこだわり、

鉄道を社会基盤として持続的に運営する
使命を果たすとともに、安全で豊かな社会づくりに貢献します。

  ３つの基本戦略
安全 安全考動計画２０１７
C S 顧客起点の経営
技術 絶え間ない革新

   ４つの事業戦略
新幹線　 「高める」
近畿エリア　 「磨く」
西日本各エリア 「活かす」
事業創造 「伸ばす」

・技術力の向上
・コミュニケーションの改善
・ヒューマンファクターの理解と活用
・現場力の向上

・コンプライアンス
・ディスクロージャー

・危機管理
・地球環境

「地域共生企業」となります。
地域の皆様との交流と連携を深め、JR 西日本グループ一体で
エリアに即した事業を展開することにより、鉄道の品質を

高めるとともに非鉄道事業拡大と新たな事業創造を促進して、
地域の活性化に貢献します。

２０１３－２０１７

＋

＋

社会の一員としての責任

・人材の確保・育成と働きがい
・グループの一体化
・お客様、社会との連携
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「企 業 理 念」・「安 全 憲 章」

安全を最優先する企業風土の構築に向けて、当社の目指すべき姿、全社員が共有すべき価値観等を示した「企業理念」を

制定し、平成 18 年４月１日から施行しております。あわせて、最大の使命である安全の確保に向けて、社員一人ひとりが具体

的に行動を起こせるよう、安全に関する具体的行動指針として「安全憲章」についても大幅な見直しを行いました。今後も引

き続き、この「企業理念」「安全憲章」の具現化を図り、安全性向上、信頼回復に全力で取り組んでまいります。

JR 西 日 本   企 業 理 念

１．私たちは、お客様のかけがえのない尊い命を

お預かりしている責任を自覚し、安全第一を

積み重ね、お客様から安心、信頼していただける

鉄道を築き上げます。

２．私たちは、鉄道事業を核に、お客様の暮らしを

サポートし、将来にわたり持続的な発展を図る

ことにより、お客様、株主、社員とその家族の

期待に応えます。

３．私たちは、お客様との出会いを大切にし、お客様の

視点で考え、お客様に満足いただける快適な

サービスを提供します。

４．私たちは、グループ会社とともに、日々の研鑽

により技術・技能を高め、常に品質の向上を

図ります。

５．私たちは、相互に理解を深めるとともに、

一人ひとりを尊重し、働きがいと誇りの持てる

企業づくりを進めます。

６．私たちは、法令の精神に則り、誠実かつ公正に

行動するとともに、企業倫理の向上に努める

ことにより、地域、社会から信頼される企業と

なることを目指します。

安 全 憲 章

私たちは、２００５年４月２５日に発生させた

列車事故を決して忘れず、お客様のかけがえの

ない尊い命をお預かりしている責任を自覚し、

安全の確保こそ最大の使命であるとの決意の

もと、安全憲章を定めます。

１．安全の確保は、規程の理解と遵守、執務の厳正

および技術・技能の向上にはじまり、不断の努力

によって築きあげられる。

２．安全の確保に最も大切な行動は、基本動作の

実行、確認の励行および連絡の徹底である。

３．安全の確保のためには、組織や職責をこえて

一致協力しなければならない。

４．判断に迷ったときは、最も安全と認められる

行動をとらなければならない。

５．事故が発生した場合には、併発事故の阻止と

お客様の救護がすべてに優先する。
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J R 西 日 本 グ ル ープ の 概 要
（平成２５年９月３０日現在）

当社グループは、当社、子会社１４１社及び関連会社２３社で構成され、その営んでいる主要な

事業及び企業集団の概要図は、次のとおりであります。

運　輸　業

〈鉄道事業〉
・嵯峨野観光鉄道㈱
・関西高速鉄道㈱※
・大阪外環状鉄道㈱※

〈旅客自動車運送事業〉
・中国ジェイアールバス㈱
・西日本ジェイアールバス㈱

〈船舶事業〉
・ＪＲ西日本宮島フェリー㈱

流　通　業

〈百貨店業〉
・㈱ジェイアール西日本伊勢丹

〈物販・飲食業〉
・㈱ジェイアール西日本デイリーサービスネット
・㈱ジェイアール西日本フードサービスネット
・㈱ジェイアールサービスネット広島
・㈱ジェイアールサービスネット岡山

・㈱ジェイアールサービスネット金沢
・㈱ジェイアールサービスネット福岡
・㈱ジェイアール西日本ファッショングッズ

〈各種物品等卸売業〉
・ジェイアール西日本商事㈱

〈その他流通業〉
・ＪＲ西日本山陰開発㈱

不 動 産 業

〈不動産販売・賃貸業〉
・京都駅ビル開発㈱
・大阪ターミナルビル㈱
・ジェイアール西日本不動産開発㈱

〈ショッピングセンター運営業〉
・天王寺 SC 開発㈱
・JR 西日本 SC 開発㈱
・京都ステーションセンター㈱
・富山ターミナルビル㈱

・㈱ジェイアール西日本クリエイト
・山陽ＳＣ開発㈱
・金沢ターミナル開発㈱
・神戸SC 開発㈱
・中国 SC 開発㈱
・㈱和歌山ステーションビルディング
・㈱新大阪ステーションストア
・大阪ステーション開発㈱
・㈱京都駅観光デパート

そ　の　他

〈ホテル業〉
・㈱ジェイアール西日本ホテル開発
・㈱ホテルグランヴィア広島
・㈱ホテルグランヴィア大阪
・㈱ホテルグランヴィア岡山
・和歌山ターミナルビル㈱
・三宮ターミナルビル㈱

〈旅行業〉
・㈱日本旅行　

〈貸自動車業〉
・ＪＲ西日本レンタカー＆リース㈱

〈広告業〉
・㈱ジェイアール西日本コミュニケーションズ

〈車両等設備工事業〉
・㈱ジェイアール西日本テクノス
・㈱ジェイアール西日本新幹線テクノス

〈機械等設備工事業〉
・㈱ JR 西日本テクシア

〈電気工事業〉
・西日本電気テック㈱
・西日本電気システム㈱

〈土木・建築等コンサルタント業〉
・ジェイアール西日本コンサルタンツ㈱

〈清掃整備事業〉
・㈱ジェイアール西日本メンテック
・㈱ジェイアール西日本広島メンテック
・㈱ジェイアール西日本金沢メンテック
・㈱ジェイアール西日本福岡メンテック
・㈱ジェイアール西日本岡山メンテック
・㈱ジェイアール西日本福知山メンテック
・㈱ジェイアール西日本米子メンテック

〈情報サービス業〉
・㈱ JR 西日本 IT ソリューションズ
・鉄道情報システム㈱※

〈建設事業〉
・㈱レールテック
・大鉄工業㈱※
・広成建設㈱※

〈その他〉
・㈱ジェイアール西日本リネン
・㈱ジェイアール西日本総合ビルサービス
・㈱ジェイアール西日本マルニックス
・JR 西日本フィナンシャルマネジメント㈱
・㈱ＪＲ西日本カスタマーリレーションズ
・㈱ジェイアール西日本交通サービス
・JR 西日本ゴルフ㈱
・㈱ジェイアール西日本ウェルネット

（注） ※は、持分法適用関連会社を示しております。

西日本旅客鉄道㈱

お客様　及び　取引先



●性別

Ｑ．当社の鉄道をどれくらいご利用になりますか？ Ｑ．当社関連の商業施設（駅ビル、物販・飲食店舗等）を
　　どれくらいご利用になりますか？

●年齢

【株 主 様 につ いて】

【 当 社 のご 利 用 状 況 につ いて】

Ｑ．当社株式を取得・保有されている理由は何ですか？
　（複数回答可）《上位10位》

【 当 社 株 式 につ いて】

Ｑ．当社株式について、今後どのような方針をお持ちですか？

男性　
６８.８％

女性
３１.２％

２０歳未満　０.３％
 ２０代　１.８％

３０代
６.０％

４０代
１０.８％

５０代
１４.６％

６０代
２９.３％

７０歳以上
３７.２％

通勤・通学で利用している
１０.３％

月に数回利用する
３０.９％

株主優待

配当金

株価の値上がり期待

事業内容（鉄道事業）

業績

事業の安定性

公共性

当社沿線に居住

企業規模

将来性

年に数回利用する
３９.９％

ほとんど利用しない
１３.８％

全く利用したことがない　３.９％
その他　１.２％

買い増したい
２７.１％

このまま保有したい
６２.３％

売却したい　２.７％
全て売却済み　１.８％

未定　６.２％

頻繁に利用している　
７.２％

月に数回利用する　
２３.０％

年に数回利用する　
３９.６％

ほとんど利用しない　
２１.７％

全く利用したことがない
８.０％

その他　０.６％

１０.１％

６.５％

５.５％

５.２％

４.６％

４.４％

２.３％

２.２％

２７.４％

２３.７％
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平成２５年６月～７月に実施いたしました株主様アン

ケートにつきまして、多くの株主様にご協力をいただき、

心より御礼申しあげます。主な集計結果を以下のとおり

ご報告申しあげます。

《実施概要》

実施期間：平成２５年６月２１日～７月１９日（必着）

対　　象：平成２５年３月末時点で１００株以上保有の株主様

回 答 数：７,９６６名

株 主 様 ア ン ケ ート 集 計 結 果 の ご 報 告



Ｑ．今後、株主様への取り組みとして望まれることは何ですか？（複数回答可）《上位5位》

【株 主の 皆 様 へ の 取り組 みにつ いて】

Ｑ．株主様としての当社の評価をお聞かせください。

【 当 社につ いて】

【株 主 優 待 につ いて】

Ｑ．当社の今年の株主総会について、議決権を行使されましたか？

【株 主 総 会 につ いて】

議決権行使書を
返送した
７０.４％

インターネットで
行使した 
４.９％

行使しなかった 
２１.８％

株主総会に出席した
２.９％

売却を考えていたが
このまま保有する
ことにした
１２.７％特に保有方針に

変化はない 
７４.０％

その他 
５.８％

買い増した
７.５％

Ｑ．今年度発行分の株主優待より制度の拡充を行いましたが、
　  これにより当社株式の保有方針に変化はございましたか？　　　

満足　２０.９％

どちらかといえば
満足
４７.９％

どちらでもない
１９.３％

やや不満　９.７％

不満　２.１％

当社施設見学会の開催地拡充

ビジネスレポート等の株主向け冊子の充実

地域毎の交流・情報発信

ホームページの充実

個人向け会社説明会の開催

２７.４％

２１.９％

１４.１％

１３.３％

８.６％

【当社の経営に望まれること】の自由記述欄では、「安

全で安心できる輸送に最大の経営努力をしてほしい」

など、「安全」に関するものが最も多く、「地域に根差

した経営」を期待するお声も多数寄せられました。

このほか、株主優待、施設見学会などの「株主施策」や、

「輸送」に関し、様々なお声が寄せられました。

18

ご回答いただきました結果については、株主様に向けた今後の取り組みの参考とさせていただきます。
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株 主 様 限 定 当 社 施 設 見 学 会 の ご 案 内

同伴者様を含め１００名様（各日５０名様）
※株主1名様につき、同伴者1名様まで可。なお、同伴者は株
主の方でなくても結構ですが、小学生以上の方に限ります。

平成２５年9月３０日現在、当社株式を１００株（1単元）

以上ご所有の株主様

無料
※ただし、集合・解散場所までの往復交通費及び宿泊費等
は参加者様のご負担でお願いいたします。

※駐車場はご用意しておりませんので、お車での来場はご
遠慮ください。

同封の参加申込はがきに必要事項をご記入の上、

お申込みください。

なお、応募多数の場合は、ご所有株式数１００株（1単

元）につき1口のお申込みとして、抽選させていた

だきます。
※参加申込はがきには、参加希望日をいずれか一つお選び
いただくとともに、同伴者の有無、ご連絡先となる電話
番号を必ずご記入ください。

（お名前・ご住所のご記入は不要です。）

平成２６年1月１０日（金）必着

抽選結果のご連絡及び参加いただく株主様への詳

しいご案内は、平成２５年 9月３０日現在の株主名

簿に記載されたご住所宛に、平成２６年 2 月下旬

頃にご送付する予定です。

●車両所構内につき、見学ルートには段差、階

段の昇り降りがございます。また、安全確保のた

め、ヘルメットをご着用の上、構内をお歩きい

ただくところがありますので、あらかじめご了承

ください。

●ご応募に際していただいた個人情報は、施設見

学会の実施及び今後の株主様向け活動のために

のみ使用し、他の目的には使用いたしません。

●当日、当社にて撮影した写真等は、当社のＩＲ・

広報活動等において使用させていただく場合が

ございますので、あらかじめご了承ください。

●荒天等、諸般の事情により内容が変更または中

止となる場合があります。その場合は当選され

た株主様にご連絡を差しあげます。

●当選した権利を他人（ご家族、他の株主様を含

む）に譲渡することはできませんのでご了承くだ

さい（ネットオークションへの出品を含め、転売

目的でのご応募は固くお断りいたします）。

●お問合せ：西日本旅客鉄道株式会社総務部（株主センター）

ＴＥＬ：（０６）６３７６－６０６０
（受付時間　平日９：００～１７：４５）

　株主の皆様に当社の事業内容へのご理解を一層深めていただけ

るよう、次のとおり施設見学会を開催いたしますので、ご案内申し

あげます。

吹田総合車両所 京都支所（京都府向日市）

開催日 予定時間 集合・解散場所

① 平成２６年 3月１８日（火） １３：００～１７：００頃 ＪＲ長岡京駅（予定）

② 平成２６年 3月１９日（水） １３：００～１７：００頃 ＪＲ長岡京駅（予定）

見学場所

開催日時

募集人数

対 象 者

参 加 費

応募方法

応募締切

抽選結果
及び詳細
のご連絡

そ の 他

soumu
長方形
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( 下 関 総 合 車 両 所 見 学 会 )開 催 の ご 報 告

　約 100 名の株主様（及び同伴の方）をご招待し、中国地方を

走る電車、気動車、客車の定期検査、修繕、様々な改造工事を

専門的に行っている下関総合車両所をご見学いただきました。

開催日：平成２５年１０月３日（木）・４日（金）

開催地：下関総合車両所（山口県下関市）

　当日は、施設見学に先立ち、JR西日本グループの経営概況や車両所概要についてご説明を行いました。

　施設見学では、車体の上げ下ろし、車両の移動、車輪の取り外しや車輪の研削作業などに加え、JR発足後も

最近まで利用された旧型電車、車両の改善工事、作業に潜む危険を疑似体験できる「安全体感室」などをご見

学いただきました。参加された株主様からは、「危険予知や安全対策など細やかな対応をしていることが分かっ

た」「見学会をもっと開催して欲しい」といったご感想やご意見をいただきました。

　今後も、多くの株主様に当社の取り組みをより知っていただき、末長くご支援いただけるよう、引き続きこのよ

うな見学会を実施してまいります。

「安全体感室」見学の様子車体上げ下ろし見学の様子当社の経営概況のご説明
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株 主 優 待 制 度

　毎年３月３１日の最終の株主名簿に記載された株主の皆様に対し、毎年５月下旬に以下のような「株主優待割引券」

（以下「優待券」という。）をご送付いたします。

○鉄道優待割引
１．送付枚数

保有株式数 鉄道優待券（通常発行）鉄道優待券（追加発行）１単元（１００株）でも３年以上継続保有
   １００株～     ２９９株 １００株ごとに１枚 追加はございません
   ３００株～     ４９９株 １００株ごとに１枚 １枚追加
 ５００株～     ９９９株 １００株ごとに１枚 ２枚追加
 １，０００株～   １，０９９株 １００株ごとに１枚 ３枚追加

 １,１００株～１０,０９９株 １０枚＋ １,０００株超過分
２００株ごとに１枚 ３枚追加

１０,１００株～１９,９９９株 ５５枚＋１０,０００株超過分３００株ごとに１枚 ３枚追加

２０,０００株～         　　    １００枚 ３枚追加

２．割引率
・優待券１枚のご使用で５０% 割引
※２枚以上の同時使用はできません。

３．割引対象のきっぷ
・運賃……片道乗車券
・料金……特急券、急行券、グリーン券及び指定席券
・１枚の優待券で運賃と料金ともに割引となります。

４．割引対象の区間
・当社の営業路線内相互発着となる乗車区間とします。

５．取扱箇所
・当社の駅とします。
※当社係員がいない駅など、一部お取扱いできない駅があります。

○ JR 西日本ホテルズ優待割引
１．送付枚数

保有株式数 宿泊優待券  レストラン優待券
   １００株～  １,０９９株 １００株ごとに１枚 １００株ごとに２枚
 １,１００株～１０,０９９株 １５枚 ３０枚
１０,１００株～１９,９９９株 ２０枚 ４０枚
２０,０００株～        　　    ２５枚 ５０枚

２．割引率
・宿 泊 優 待……１泊１室の基本室料を３０％割引
・レストラン優待……５名様までのご飲食料金を１０％割引
※一部ご利用いただけないレストランがあります。

３．対象となるホテル
・ホテルグランヴィア京都、ホテルグランヴィア大阪、ホテルグラ
ンヴィア和歌山、ホテルグランヴィア岡山、ホテルグランヴィア
広島、奈良ホテル、三宮ターミナルホテル、ホテル「ホップイン」
アミング

○ヴィアイン優待割引
１．送付枚数

保有株式数 宿泊優待券
   １００株～  １,０９９株 １００株ごとに１枚
 １,１００株～１０,０９９株 １５枚
１０,１００株～１９,９９９株 ２０枚
２０,０００株～        　　    ２５枚

２．割引率
・１泊１室の基本室料を３０％または２０％割引

３．対象となるホテル
・３０％割引…ヴィアイン東京大井町、ヴィアイン秋葉原、ヴィアイン

新宿、ヴィアイン東銀座、ヴィアイン金沢、ヴィアイン
名古屋新幹線口、ヴィアイン京都四条室町、ヴィアイン
心斎橋、ヴィアイン岡山

・２０％割引…ヴィアイン新大阪、ヴィアイン新大阪ウエスト、ヴィア
イン姫路、ヴィアイン広島、ヴィアイン下関

○ジェイアール京都伊勢丹・JR大阪三越伊勢丹優待割引
１．送付枚数

保有株式数 お買物 レストラン・喫茶、美容室 写真室、貸衣装 駐車場
   １００株～     ４９９株 １００株ごとに３枚 ３枚 １枚 ６枚
   ５００株～  １,０９９株 １００株ごとに３枚 ６枚 ２枚 １２枚
 １,１００株～１０,０９９株 ４５枚 ６枚 ２枚 １２枚
１０,１００株～１９,９９９株 ６０枚 ６枚 ２枚 １２枚
２０,０００株～        　　    ７５枚 ６枚 ２枚 １２枚

２．割引率
・お買物、レストラン・喫茶、美容室、写真室、貸衣装の各優待…
１０％割引
・駐車場優待…お買物による無料駐車サービス（通常２時間）を
１時間延長

３．対象となる店舗
・ジェイアール京都伊勢丹、JR 大阪三越伊勢丹（その他の店舗
及び「スバコ・ジェイアール京都伊勢丹」ではご利用できません）

○日本旅行優待割引
１．送付枚数　一律１枚
２．割引率（１枚で２名様までご利用可能）
・国内旅行商品「赤い風船」５％割引
・海外旅行商品「マッハ」５％割引、「ベストエクセレント」３％割引、
「ベスト」３％割引

３．対象となる店舗
・日本旅行の直営店舗（一部店舗を除く）
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